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世界自動車会社の
グローバル・スタンダード戦略
井上昭一
〔I〕自動車メーカーと部品メーカーの再編成
近年，あらゆる産業界で業種・業態や国境を越えた合従連衡，戦略的提
携，あるいは合併・買収が大々的かつ矢継ぎ早やに発表され，フォローす
るだけでもかなりの難業苦行を強いられる。国境がもはや意味を持たなく
なったという理由で， Globalityなる新語が造られているぐらいである。
フォード自動車会社(FordMotor Company, 以下フォード）では，「我々
フォードの人間は『国境線のない世界地図を眺めている。我々はアメリカ
の企業とは考えていない』」と豪語しているのも，グロバリゼーション
(Globalization)の凄じさを端的に示したものといえよう。
一般的にいって，合従連衡などの背景として，規模の経済性の追求，供
給過剰に伴うコスト競争の激化，安全性や環境問題などに対処するための
開発費負担の軽減，地域や商品構成上の相互補完や相乗効果 (Synergy
Effects)によるコスト削減，製品市場セグメントの棲み分けや販売テリト
リーの振り分け（親会社などによる「ア・プリオリ」 (apriori, 事前的）
な計画下に），「良き企業市民」 (GoodCorporate Citizenship)として容認
されるような経営戦略や方針の策定など，次世代をにらんだ生き残りへの
基盤固めを企図して，国内にとどまらず国際的な業界再編成を推進してい
ることが指摘できる。したがって，企業経営の発展史を，地理的に単純に
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図式化すれば， Demestic(国内規模）→International (国際規模）→
Regional (地域規模）→Global (全地球規模）ということになるだろう。
このような現象は自動車業界とて埒外にあるわけではない。例えば，1998
以降に限ってみても， 6月5日の英ロールス・ロイス・モーター・カーズ
(Rolls-Royce Motor Cars, RRMC)社の独フォルクスワーゲン (Yolks-
wagen, VW)社への身売り， 11月17日の独ダイムラー・ベンツ (Daimler
-Benz A.G.)社と米クライスラー社 (ChryslerCorporation)の大型合併
によるダイムラー・クライスラー (Daimler-ChryslerA.G.)の誕生があり，
1999年になると， 1月28日にフォードがスウェーデンのポルポ(Volvo)社
の乗用車部門を買収したし， 3月27日には仏ルノー (Societe Anonyme 
Renault) と日産自動車とが資本提携したことなどが挙げられる（図 I参
照）。
現在の自動車業界は世界的な生産過剰（例えば， 1999年現在，需給ギャ
ップは500万-600万台と見積もられている。生産能力=7,700万台と有効需
要=4,700万台の差は，実に3,000万台に達する）で，競争が激化している。
部品取引のグローバル・スタンダード化，系列や資本関係にとらわれない
部品調達の国際化や世界最適調達が本格化すれば，圧倒的な開発力や生産
能力をもつ巨大サプライヤーが部品市場を支配するのは確実であろう。完
成車メーカーが生産と販売台数で「400万台クラプ」入りすることが生存の
最低水準と言われているのに対して，部品メーカーの場合，年間売上高で
「100億ドル・クラプ」入りが生き残るための 1つの基準とみなされている
（表 I-IV参照）。
ただし，私は規模の経済だけが競争の優劣を決めるのではなく （もちろ
ん，スケール・メリットを否定するものではない），市場＝需要者の多様化
や変化の速さに対応して，いわば「あなたの好みにピッタリ式」の製品を
タイムリーに開発するデザインカや技術力，ニッチ (niche,すき間）市場
を作り出す創造性， リードタイムの短縮（設計・開発から配送時間にいた
るまでのトータルのサイクル・タイムの削減），損益分岐点の引き下げを可
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〔図 I〕国境を越えた自動車メーカーの提携
（注）なお，図 Iを作成後， 2000年になって次のような動向があったので，文章によっ
て補足しておきたい。 1月31BにGMがスウェーデンのサープ社を100%支配。 3
月13日にGMが伊フィアット社に20%資本参加しフィアットもGMに5.1%の資
本参加。 3月24日に日産が富士重工の全株式 (4.1%)をGMに売却。 3月27日に
ダイムラー・クライスラーが三菱自工に34.0%を出資。 4月11日にGMが富士重
工に20%資本参加。
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表I 世界主要自動車メーカーの販売台数 (1998年）
社 名 出万荷台台数 売兆上円高
税前利益
万円／台
GM 814.9 19.4 7.26 
フォード 682.3 17.3 15.13 
トヨタ 499.2 12.3 16.89 
ルノー＋日産 477.7 11.5 4.76 
VW 475.0 9.0 8.86 
ダイムラー・クライスラー 450.0 18.6 25.51 
日産 256.8 6.6 0.18 
フィアット 239.8 5.9 -0.54 
本田技研 234.3 6.0 15.00 
PSAプジョー・シトロエン 227.8 4.4 4.82 
ルノー 220.9 4.9 10.09 
三菱自動車 156.0 3.7 -3.49 
(263) 147 
決算期間
98年暦年
98年暦年
98年3月期
）ー
98年暦年
98年暦年
98年3月期
98年暦年
98年3月期
98年暦年
98年暦年
98年3月期
注）出荷台数．売上高は連結決算ペース。ダイムラー・クライスラー．フィアットなどは非自動
車の比率が大きい。トヨとはダイハツとの合算ペース。台あたり利益は金紬を含む自動車部
門。トヨク．日産，三菱自動車は経常利益，本田技研は自動車と金紬部門の営業利益。ダイ
ムラー・クライスラーはセグメント情報未開示のため，全社の税前利益を使用。フィアット
は乗用車部門の営業利益。為替は1ドル=120円. 1マルク=67円， 100リラ=6.75円. 1フ
ラン=20円. 1クロー ネ=14.5円で換算（『週刊ダイヤモンド」 1999年3月27日号）。
能にするコスト抵抗力，効率的な流通システム＝マーケティングカなどの
努力も，市場競争の場で求められると考える。そのための 1つの方策ない
し戦略として，開発コスト削減という観点から，部品メーカーは「単品部
品」の供給業者から「モジュール (Module,複合）化・システム化」のサ
プライヤーに転向することを余儀なくされよう。しかも，そのモジュール
部品やシステムはグローバル・スタンダードに合致したものであることが
不可欠の条件である。
〔I〕グローバル・スタンダードの意義
和製英語といわれるグローバル・スタンダードではあるが，今Hでは，
その用語は完全に市民権を得ているといってよろしかろう。グローバル・
スタンダードとは世界的な共通基準であり，大別して①defacto standard 
（事実上の標準）と，②dejure standard (公的標準）がある。デファクト・
148 (264) 第 45巻第 2 号
表II 世界 5大自動車部品メーカーの売上富と主要製品 (1998年）
企業名（国名） 売上高 主要製品
Delphi(米）（注l) 284億ドル 電子部品，シャシ一部品，ェンジン
(3兆4,080億円） 部品，電装，システムおよび電子制
御装置
Visteon(米）（註21 180億ドル 燃料貯蔵，電子制御装置，空調シス
(2兆1,600億円） テム，車体，シャシー，駆動系
Robert Bosch (独）（注31 165億ドル プレーキ・システム，燃料噴射装置，
(1兆9,800億円） カーナピゲーション
デンソー （日）（注4l 130億ドル 電装品，燃料噴射装置，ラジェータ
(1兆5,600億円） 一，熱交換器
TRW・Lucas Varity(米）（注S)・128億ドル エアプレーキ，電子制御装置，プレ
(1兆5,360億円） ーキ・システム
1ドル=120円換算。 (AutomotiveNews, Fortuneから作成）
（注1)Delphi Automotive Systems. 1999年5月28日，ジェネラル・モーターズ社 (General
Motors Corp., GM)の内製部品部門から分離・独立。同社の売上高は米製造業中25位にランク
されるほど巨大である。各モジュール部品を完成車メーカーに納入しているが，製品が多岐にわ
たることから不採算部門も多く， 1999年2月にシート事業部， 3月にスプリング事業部， 4月に
照明事業部をそれぞれ売却した。 1999年実績で全従業員20万人強，うち全米自動車労組(UAW)
加入者4万6,000人余でGMと同一賃金体系。 36カ国に169の完全所有生産拠点， 40の合弁拠点，
27のテクニカル・センクーを擁する世界最大の総合自動車部品メーカー。
（注2)Visteon Automotive Systems. フォードの内製部品部門で， 1999年現在の従業員数約
8万2,000人。 1999年8月11日， 33.4%資本参加している日本のマツダ系列の自動車電子会社ナル
デックの全株式を購入する決定。ところで， 1999年8月30日付のAutomotiveNews紙で．「米自
動車内装部品最大手のリア社 (LearCorporation)がピステオンを買収することで交渉中」との，
仰天するような記事が報じられた。交渉がまとまれば， GM系のデルファイに匹敵する世界最大
級の自動車部品会社が誕生することになる。買収は株式交換方式で行われ，買収費用は70億-90
億ドル (120円換算で8,400億-1兆800億円）に達するとみられている。今の世の中，何があって
も不思議ではないが，いかに高品質，低コストの部品ならば国境，系列を飛び越え，ライパルか
らでも購入するという最適調達主義を標榜（実際にGMのデルファイから購入し，同社を電気シ
ステム，車体制御システム・インテグレークーに指名している）しているフォードであるとはい
ぇ．この「交渉が成立する可能性はきわめて薄い」と見るのが妥当ではなかろうか。
（注3)ポッシュは独立系としては世界最大の自動車部品会社で，とくに欧州中心に電子制御
分野で高いシェアを占め，以前よりダイムラー・ペンツ社（現ダイムラー・クライスラー）と密
接な関係にあることは有名である。なお，ポッシュは，日本のゼクセル（元いすゞ傘下）を1999
年2月に50.04%出資して子会社化した。日本に橋頭堡を築き，ゼクセルをアジア戦略拠点と位置
付けている。
（注4)デンソーは1949年にトヨタ自動車工業（現トヨク自動車）から分離・独立したが，今日
でもトヨタは同社に24.6%出資し，役員も送り込んでいる。当初．「日本電装」と名乗っていたが，
世界的規模でピジネスを展開するようになって， 1996年に「日本」を外し「デンソー」に改称し
た。トヨタが2000年にも予定している持ち株会社構想で．デンソーを傘下に入れる方針であると
も取り沙汰されており，そうなれば「トヨタ電装」になる可能性もある。なお，デンソーがトヨ
タから分離した後，経営難による人員整理などで呻吟しているところに救援の手をさしのぺたの
がポッシュであった。 1953年に提携 (5.3%出資。 1999年現在1,000億円位の資産価値がある）し，
「技術開発のシステム，販売システム．アフター・サーピス，そして経営管理の手法まで学んだ」
（「日本電装35年史」）とされ，いわば，ポッシュはデンソーの「恩師」といっても過言ではない。
グローバルに事業展開しているデンソーではあるが，ポッシュに対する遠慮もあってか，欧州で
の売上高比率は8%程度にすぎない。今後は「協調と競争」という苦渋の途をたどることを余儀
されよう。まして， トヨクの持ち株会社構想に「消極的」なデンソーとしては「親会社」と「恩
師」の狭間で，どのような形で資本の論理を貫くのであろうか。
（注5)1999年1月28日，米TRWは英LucasVarityを70億ドル (8,400億円）で買収する決
定を下し， 5月10日に買収が完了した。
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スタンダードとは，市場競争に勝ち抜いて高いシェアを獲得し世界的な標
準，いわば「地球規模的な物指し」と認められるにいたった製品や規格の
ことである。自社の技術仕様やプランドを競争相手に先んじて世界単一規
格や標準として確立したプレイヤーは，圧倒的に有利な立場に立つ。時に
は「総取り」 (Winnertakes al)さえ不可能ではない。したがっておおざ
っぱにいって，企業の生き残りの道は，「世界標準を自ら獲得するか」，そ
れとも「世界標準を確立した覇者と提携するか」のいずれしかない。雌雄
を決するのは「力の論理」「市場原理」なのである。
グローバル・スタンダードはネジ，ポルトの寸法や材質などに関する小
製品の製造業（ただし，電気・電子を除く）が先行したが，昨今では決済
制度（例えば，国際決済銀行， Bankfor International Settlements, BIS) 
による取り決めや，環境会計など国際会計基準(InternationalAccounting 
Standard, IAS)などにまで広がっている。とくにアメリカン・スタンダー
ドあるいはアングロサクソン・スタンダードが主流を占める標準には，株
主資本利益率 (ReturnOn Equity, ROE. 自己資本利益率ともいう。余談
ながら，アメリカの企業経営者たちは「企業は株主のものである」との意
識が強く「株主利益の最大化」「株主権の尊重」を企業経営のメルクマール
ないし最優先課題とし， 2ケタ，それも20%程度の ROE確保を目途として
いる。因みに， H本の代表的な国際企業のソニーや本田技研工業が17-18
％を計上しているのに対して，超優良企業と評価されるトヨタは5.7%位と
意外にも低率である）重視の考え方が根底にあるが，アメリカではデファ
クト・スタンダードが独占禁止法に抵触するとの問題が提起されることが
多い。
一方，デジューリ・スタンダード (dejureは元来ラテン語で「法律上」
(by law)とか「正当な」 (byright)の意である）についていえば，政府
や委員会がコンピューター・ソフトや商品の互換性を推進するために定め
た標準を指す。これは法律上の基準であるが，法的な拘束力や強制力をも
つものではない。例えば，スイスのジュネープに本部を置く民間団体「国
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際標準化機構」 (InternationalOrganization for Standardization, 以下
ISO。1928年に創設された万国規格統一協会を母体として1947年発足。1999
年6月現在133カ国加入，電気分野を除く（電気分野には「国際電気標準会
議」 (InternationalElectrotechnical Commission, IEC) という別の標準
化機構が存在する。本部ジュネーブ，創設は1908年， 98年現在加盟国は58
カ国，規格数約3,000)工業全般を対象に 1万1,000余の統一規格・標準を
有している）は非政府間機関 (Non-GevernmentalOrganization, NGO) 
であるが，各国がまちまちに制定し運用してきた規格を改め，標準シリー
ズを設定して市場動向，すなわち消費者の要望を客観的なマニュアルとし
て標準化・文書化し，これを普及する活動を実践している（一種の「民民
規制」であり，認証がピジネスになる）。これがデジューリ・スタンダード
といわれるものであり，これを受け入れるか否かは，基本的に任意である。
しかしながら，多くの国や企業が採用すると，これに従わない製品やシス
テムの競争力は劣位に立たされる。したがって ISOは，企業が世界中でピ
ジネス活動を行ううえで有効な品質保証になり，消費者がマーケットを通
じて与える，いわば外部保証の体系というべきものであって，世界単一市
場でグローバルに取引きをするための「パスポート」 (passport)などと称
されるゆえんである。ただ，技術のフリーライド(freeride), いわゆる「た
だ乗り」が発生することが多いと指摘されることもある。
1S09000シリーズをきっかけに，従来の「モノ」中心の規格から経営にま
で及ぶ「マネジメント・システム」「組織の品質」（近年，盛んに提唱され
るようになったTotalQuality Management (TQM) =「総合（質）経営」
はその代表例であろう）に大きく進展を遂げている。すなわち，単体とし
ての製品というよりも，「生産システムの標準化」「生産システムの管理」
を重視しているのである。参考までに， ISOシリーズで代表的なものをあ
げておこう。
〔1S09000シリー ズ〕
原型はイギリスの標準化機関「英国規格協会」 (BSI)にあり，その後欧
152 (268) 第 45 巻第 2 号
州に広がった。 ISOが1987年に制定した品質管理・監査の国際規格であり，
生産システム管理の規格とそれに関する認証制度。
なお， 9000というのはISOの規格の通し番号で，数字自体には意味はな
く，厳密には， 9000番から9004番までのシリーズ規格となっているが，便
宜上「9000」と呼ばれている。
〔1S014000シリー ズ〕
これも厳密には， 14000番からのシリーズ規格であり，全部で20以上ある
規格の総称である。 1992年6月に，プラジルで開かれた「地球サミット」
での地球を守る共同宣言に端を発するといわれるが，原型は欧州から出て
きている。 96年制定の環境管理・監査システムの国際規格。 1S014000を取
得することは「環境に優しい企業」とのイメージアップにつながり，「環境
パスポート的な存在」となっている。
〔1S018000シリー ズ〕（予定）
まだ国際規格化されているわけではないが，最終的に「1S018000」シリ
ーズに移行することが予想される労働• 安全・衛生に関する国際マネジメ
ント・システム (OHSMS)について紹介しておこう。
1999年6月， OHSMSが英国，日本の両規格協会などが参加したコンソ
ーシアム方式で制定に動き出した。 OHSMS は，企業の労働•安全・衛生
に関する規格で，労働•安全・衛生のリスクを抽出し，計画，実施，評価，
改善を連続的，組織的に行うものである。
〔II〕部品生産のモジュール化・システム化
自動車メーカーと同様に，自動車部品ピジネス分野でも激動の時代を迎
えている。とくに1996年以降，部品メーカー各社は世界的規模の合併・買
収と大胆なコスト削減に走り始めた。「系列」「グループ」を飛ぴ越えたオ
ープンな部品調達が世界の潮流とはいえ，完成車メーカーはコスト削減の
有力手段と位置付け，系列外からの世界最適調達に乗り出したために，サ
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プライヤーにも再編と淘汰の波が押し寄せてきたのである。国籍や系列を
問わない世界最適調達という完成車メーカーの購買方針が部品メーカーに
とってのハードルを高め，固有技術を有する開発力と商品展開能力，コス
ト競争力，さらに世界的な供給体制が伴わない部品メーカーは，競争上の
枠組みから脱落を余俄なくされてしまう。
最近，アメリカや日本の製造業の経営者たちが「QCDが競争に勝ち抜く
条件である」と主張している。すなわち， QualityのQ,CostのC,そし
てDelivery(確実な納品，短納期）のDを意味するのであるが，これに対
して，以前からミシガン大学自動車運輸研究所長のデビッド・コール
(David Cole)教授は，「従来であれば，高品質，低コストを実現すれば勝
利を収めることができたが，今では品質とコストは競争に参加するための
『入場券』 (AdmissionTicket)にすぎない」と主張し，「そこへ何をプラ
ス・アルファするかが問題だ」と指摘している。安全性，環境対応，創造
性，デザイン，顧客サービス，ファッション性などが考えられるかもしれ
ない。
さて，自動車は「製造」 (manufacture)「生産」 (produce)というより
も， 1台当たり約3万個の部品の「組み付け・組み立て」 (assemble)とい
う側面が強く，「部品を制するものが自動車を制する」といっても過言では
ない，というのが年米の私の持論である。折しも1999年4月，当時のトヨ
タの奥田碩社長 (5月13日付で日本経営者団体連盟，通称日経連会長に就
任したのに伴って， 6月25日の株主総会後の取締役会で会長に昇格）が「21
世紀の自動車業界はGM系のデルファイ，フォード系のビステオン，トヨ
タ系のデンソーなどの部品メーカーがリーダーシップを握る可能性があ
る」と発言しているのも，「部品の世紀到来」を看取したものといえるかも
しれない。因みに，自動車アナリストのマリアン・ケラー(MaryannKeller) 
女史は，「完成車メーカーと部品メーカーはイコール・パートナー」と言っ
ているし，ョーロッパでは部品メーカーの力がかなり強いことは，よく知
られた事実である。
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3万個にも及ぶ膨大な数の部品を「単品」として供給するには時間もコ
ストもかかり，部品業者は，必然的に，モジュール化・システム化のサプ
ライヤーに転向，それも「ティア・ワン」 (Tier1)と呼ばれる一次下請け
として生き残りをかけて鏑を削る。〔表I〕に示した5社だけが自動車メー
カーと直接取引きできる「ティア・ワン」とは断定しえないにしても，少
なくとも，この5社を中心として部品メーカーは回転し，その他は「ティ
ア・ツー」 (Tier2) =二次下請けという二極分化していくことになるので
はないだろうか。
ドイツにGMの100%出資子会社アダム・オペル社 (AdamOpel A.G.) 
があるが，同社では1980年代半ばごろから，複数の部品を予め組み付けた
うえで， ドアやシートなどのプロック部品をラインに納入して自動車の組
み立て作業を大幅に簡索化する生産方式を導入し，これを "Just-In-. . . . . 
Sequence"と呼んでいる。すなわち，「必要な部品を，必要な形で，必要な
時に調達する」モジュール生産方式をとり入れているのである。
ヨーロッパを発信源とする自動車部品のモジュール化， とりわけドイツ
自動車メーカーが部品の複雑多岐にわたる水平的取引構造による調達コス
ト，労働コスト高を克服するために採用した部品のモジュール化の魅力は，
一般的には，部品点数の半減， 20~30%の軽量化， 10~20%のコスト・ダ
ウンが可能になることにあるといわれ，激しい競争にさらされている自動
車部品メーカーにとっては，モジュール化は焦眉の急務である。しかし，
いうまでもないことであるが，全ての部品をモジュールで調達できるよう
にはならない。モジュールとモジュールをつなぐ部品やフレームなどは必
要である。それだけに，モジュール間のインターフェイス（接続）は複雑
にならざるをえない。
〔IV〕モジュール化とシステム・インテグレーター
完成車メーカーから部品メーカーに生産の軸が移ることを意味する自動
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車部品のモジュール化は，部品メーカーに設計から車体への組み付けまで
任せ，徹底したアウトソーシングでコスト削減を図っているが，その場合，
中核にはシステム・インテグレーター (SystemIntegrator, SI)が存在し
ている。システム・インテグレーターはモジュール部品のアイデアやデザ
イン設計のノウハウを持つとともに，関連部品の多くを独自に手がけたり，
下請けを束ねたりできるメガ・サプライヤー(MegaSupplier)である。 GM
のデルファイやフォードのビステオンなどが，まさにそれに該当する。こ
のように，モジュール・コンセプトには，必ずといってよいほどシステム・
インテグレーターが存在しているのである。
例えば， VWが1996年に照明装置を得意とする自動車用電装メーカー大
手のヘラー社をシステム・インテグレーターとして，旧東独のモーゼルエ
場で生産する主力車種「ゴルフ」にモジュールを導入し，バンパー，フロ
ントグリル，ラジェーター ヘットフンプなど約60品目で構成し，コスト
を30%低減した実績をもっている。特徴的なのは，モーゼル工場周辺に部
品メーカー10数社を集め，ジャスト・イン・タイム (Just-In-Time,JIT) 
方式でモジュール部品を調達したことである。ただしこの際， VWは部品
の構造を知り尽し，各部品がいくらのコストで製造できるかを把握してい
たという事実を指摘しておきたい。原価管理が曖昧になると，開発やコス
ト政策の主導権を部品メーカーに握られる恐れがあるからである。
フォードの部品事業部門，ビステオン (2000年4月14B, フォードはピ
ステオンの株式をすべてフォード株主に配布してスピンオフし，独立会社
にすると発表した）は「『フル・サービス・サプライヤー』 (FullService 
Supplier)への道を歩む」として，部品の設計・開発・評価を行うシステム・
インテグレーター，スーパー・サプライヤーを目指し，いわば自動車に関
する百貨店，「ワン・ストップ・ショッピング」を企図している。要するに，
グローバル・スタンダード化した部品の開発，生産はもとより品質保証ま
でを一手に引き受けるメガ・サプライヤーを志向しているのである。因み
に， GMでは「シングル・ポイント・コンタクト」 (SinglePoint Contact, 
156 (272) 第 45 巻第 2 号
一括窓口）方式と呼び，自らを "CallMe a Super-Supplier"と大見得を
切っている。したがって，完成車メーカーは「車体のデザイン，エンジン
やトランスミッションなどの主要機能部品の開発・製造，そして完成車の
販売」に集中・専念すればよいというわけである。
ビステオンは，パソコン業界のけん引役たる「インテル」 (IntelCorpora-
tion)を目標にしているといわれている。すなわち，パソコン業界のリーダ
ーは完成品メーカーではなく，「中央演算処理装置」 (CentralProcessing 
Unit, CPU) という部品の 1メーカーにすぎないインテルなのである（イ
ンテルとウィンドウズ (Windows)を組み合わせたパソコンがデファク
ト・スタンダードの好例である）。さらにビステオンは，次世代技術として
「プラグ・イン・プレイ」 (Plug-In-Play)の研究開発に取り組んでいる。
これは本来，パソコン本体と周辺機器のインターフェイス（接続）技術を
意味するが，「プラグさえ差し込めば調整作業なしに使用できる」状態をさ
す。自動車部品の規格を標準化し，どのサプライヤーの部品でも相互に接
続して使用可能なシステムで，これが実現できれば，自動車メーカーは専
用部品を発注しなくてもよくなる。調達担当者は，部品メーカーのカタロ
グをみて自由に選択するだけですむ。完成車メーカー側の開発コストは削
減できるし，サプライヤー側も標準化による量産効果も期待できるという
算段である。
ところで， 日本の自動車メーカーは「系列」という強固な部品調達のピ
ラミッド構図を築き上げてきたこと，伝統的に組み立てラインの傍で複数
の部品を一体化させる手法を採ってきたこと，カンバン方式やジャスト・
イン・タイム方式など無駄を省いた効率生産が定着していること，さらに
最近では開発• 生産・購買が車両開発の源流から歩調を合わせるサイマル
テニアス・エンジニアリング (SimultaneousEngineering)が浸透してい
るため，当初，モジュール生産には消極的であった。また部品メーカーに
部品開発のコントロールや主導権をとられたくない，つまりプラック・ポ
ックスを握られたくないという思惑もあって，モジュール生産には乗り気
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ではなかった。しかし近年では， GM, フォード，ダイムラー・クライスラ
-, vw, ルノーなどとは「スケールとスコープ」において比肩すべくもな
いが，サイマルテニアス方式を生かしつつも，モジュールのメリットを融
合する小・中規模モジュールを導入するメーカー，例えばトヨタや日産も
ある。それはカンバン方式やジャスト・イン・タイム方式を上回る自動車
生産革命がモジュール方式だとの認識が芽生えてきたことの証左といえる
かもしれない。
トヨタでは1999年6月から，デンソーやアイシン精機など系列サプライ
ヤーとのデザインイン（企画・開発の当初段階から参加）にモジュール部
品を前提とする「グループ・コンペ方式」 (GroupCompetition System) 
を採用している。部品の機能単位でサプライヤー同士がモジュール部品の
アイデアを持ち寄り，数社共同でプレゼンテーションを行うというもので，
発案から試作までを部品メーカーの自主性にまかせ，具体化までの過程を
トヨタとのデザインインで煮詰めるという内容である。 トヨタ側では試作
工程の諸コストを低減できるメリットがあるうえ，物流コストなど広範囲
にわたりサプライヤー同士が効率化を議論することで，部品メーカー間の
提携や結束も強化できると期待されている。しかしながら，デルファイ，
ビステオン，ポッシュなどのように，システム・インテグレーターがモジ
ュールの発案からコスト管理，調達までをすべて手がける欧米流の大規模
モジュールとは異なり， 日本の調達構造（カンバン方式，ジャスト・イン・
タイム方式など）に適したモジュールの域を一歩も出ていない。
日産についてみると， 1999年7月に，傘下の部品サプライヤー，カンセ
イとカルソニックが2000年4月1日に合併して「カルソニック・カンセイ」
（カルソニックが存続会社）を結成し，同社をシステム・インテグレータ
ーの核として， 2001年にも本格的なモジュール生産を採用した中型セダン
を日米で同時に導入する計画だと発表した。その内容としては，工場内に
数種類のサプラインを設置し，コックピット，フロントエンド， ドアなど
を含むモジュール化に取り組むことになっている。さらに，従米からの日
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米同ープラットホーム (platform,車台）を踏襲するほか，推進中の「グ
ローバル・シングル・ソーシング」 (GlobalSingle Sourcing)の一環とし
て，モジュール部品でも大半を同一サプライヤーから調達し，ユニット当
たりの量産効果を追求するという。しかしながら H産では， トヨタが系列
下のサプライヤーヘの出資比率を高めたり重役を派遣して， 2000年にも持
ち株会社を設立する構想のもとに，いわゆるグループ企業の「囲い込み」
を推進しているのに対して，ルノーからの資本参加 (36.8%) とともに最
高執行責任者 (COO)に就任したカルロス・ゴーン (CarlosGhosn)が系
列下や資本参加の関係にある部品サプライヤー不要論を唱え，「切り放す」
意向を表明している。すなわち彼は，「コスト・カッター」とか「コスト・
キラー」などの異名を持つように，コストと品質に重点をおいた部品の世
界最適調達主義を貫徹し，経営不振に陥っている日産の再建に資すると主
張しているのである（そのことを実行するためにゴーンは， 1999年10月18
日，「日産リバイバル・プラン」というきわめてドラスチックなプランを発
表した）。このような動向からするとき，はたして，従来の系列・グループ
の関係にあった部品サプライヤーが，システム・インテグレーターとして
ティア・ワンになれるであろうか。
〔V〕自動車メーカーと次世代技術
日米欧の自動車大手のグローバリゼーションに対応するとともに，部品
のモジュール化やシステム化への取り組み，さらにはシステム・インテグ
レーターの主導権の座を確保するうえで，グローバル・スタンダード化し
た特定の部品によって世界的規模における事業展開の必要性について概観
してきた。
そこで本節では，自動車業界全体が直面し，解決すべき喫緊の課題とな
っている「安全問題」と「環境問題」に照準を絞って論じてみよう。
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(1)安全問題一高度道路交通システムを中心にして一
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今日，「地図帳の電子化」とでも表現すべきカー・ナビゲーション・シス
テムの向上には瞳目すべきものがあるが，それは「21世紀の交通革命」と
いわれる高度道路交通システム (IntelligentTransport Systems, ITS)の
ー形態である。
ITSは，最先端の情報通信技術を駆使して，人と走行中の車両と道路と
の間で双方向で情報をやりとりしながら，一体の体系を構築しようとする
新しい道路交通システムの概念であって， Man-MachineInterfaceなどと
表現されることもある。
ITSの究極の目標は，「目的地まで車が勝手に運んでくれる自動走行」，
つまりハンドルを触らないで自動走行できるなど自動車自身を知能化する
ことにある。しかし，これが広範囲に実用化されるには道路などインフラ
ストラクチュア（社会的資本）の問題と，車両に搭載するハードの 2つの
課題があってかなりの年月を要する（実用化されれば，日本だけでも60兆
円の市場規模になると見積もられている）。したがってここでは，すでに導
入されたり，近未来において実現が可能であるとか発売が日程にのぽって
いるものについて紹介してみることにする。
一般道路での交通渋滞や事故，車排気ガスの大気汚染や悪臭，高速道路
の料金徴収所での混雑にはイライラさせられたり，不愉快な目を経験する
ことが多いが，それらを解消ないし減少させ，快適な道路交通環境を提供
する ITSの具体例をいくつかあげておく。
⑥走行中の車に目的地までの所要時間などを伝える道路交通情報通信シ
ステム (VehicleInformation Communication System, VICS)。これは
先に述べたカー・ナビゲーションとしてすでに事業化されている。
R香港や中国本土ですでに一部実用化（私が現地で体験したところでは，
デンソー系の車載機器が圧倒的シェアを占めていた）されているが，高速
道路の料金所でノン・ストップで通行料金を支払える自動料金収受システ
ム (ElectronicToll Collection System, ETC. 料金所を通過する際に，車
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が停止することなくゲートと車載機器の間で情報をやりとりし，車の持ち
主の銀行口座から料金を引き落とすシステム。 ICカード，車載機器，路側
機で構成される）。 1999年9月14日，日本道路公団，首都高速道路公団，阪
神高速道路公団およぴ本州四国連絡橋公団の道路4公団はETC用のIC
カードについて，クレジットカード会社11社(JCB,DCカード，アメリカ
ン・エクスプレスなど）と契約することを決めた。同ICカードは道路4公
団が指定する有料道路で共通利用できる。近々，千葉地区の高速道路，一
般有料道路，さらにはこれらに接続する首都高速道路の集金所でサービス
が開始される (2000年4月24日，建設省，日本道路公団，首都高速道路公
団は，有料道路の料金所を止まらずに通過できる ETCの試行運転を開始
した）。
⑥ 1999年8月に， GMと米運輸省 (Departmentof Transportation)は
衝突回避システムを共同開発する計画であると発表した。それによると，
5年間で3,500万ドル（約40億円。連邦政府が61%拠出し，残りを GMとデ
ルファイが負担）を投じて衝突警報システムのプロトタイプを開発するこ
とになっている。今回の共同開発は米国のITSプロジェクトとして初めて
のもので，「知能車両構想」と呼ばれる。その特徴としては，前方に車両が
停止している場合，車速などを自動的に計算したうえで，目前の危険を警
報で知らせたり，前方の車のスピードに合わせて速度を自動制御するクル
ーズ・コントロール (CruiseControl)で，自動的に危険を回避するシステ
ムも備えている，などがあげられる。前方警報レーダーや赤外線レーダー，
ナピゲーション・システムなどのシステムを集積したものとなる。
⑥全地球測位システム (GlobalPositioning System, GPS) と携帯電話
を使って運転車に情報提供したり，緊急事態に対応する「テレマティック
ス」 (Telematics)市場がアメリカで動き出した。カー・ナビゲーションよ
り有望視されていて， 1996年ごろから各社は参入したが， GMがキャディ
ラックなど高級車に標準装備してトップに君臨している。テレマティック
スは， GPSと携帯電話とを組み込んだポックスを自動車に取り付け，ポタ
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ンを押すだけで自動的にコール・センターに電話がかかる仕組みになって
いる。オペレーターが運転者に現在位置や渋滞情報を教えたり，緊急事態
に警察を呼んだりできる。また，アメリカ全土で年間630万台の盗難車（実
に， 5秒に 1台の割合で盗まれている計算になる。日本で1年間に販売さ
れる新車（軽自動車を含む）が500万台前後であることからみて，この数字
のもの凄さがわかるだろう）の追跡も可能であり，何よりもそれ以前の段
階の犯罪防止にも役立つ。
⑥ 1999年4月28日， トヨタはGM, フォード，ダイムラー・クライスラ
ーおよびルノーと 5社共同で1998年10月に合意した次世代車載マルチメデ
ィア・システムのインターフェースに関する世界標準規格化について，具
体的な対象項目や手法などを規定した覚書を締結したと発表した。標準化
に向けたコンソーシアム AMICには，上記5社に加え，近く BMW,VW, 
ポルポ，フィアット (FIAT),プジョー・シトロエン (Peugeot-Citroen),
オペル， 日産，本田，マツダの 9社が新規加盟する予定になっている。基
本合意した覚書の内容は(1)車載マルチメディアに共通に接続•利用できる
情報機器およびアプリケーションに関するアーキテクチュアの規格化， (2)
アプリケーション・ソフトを作動させるためのアプリケーション・プログ
ラム・インターフェース (API)の規格化， (3)周辺機器を接続するインター
フェース (HIP)の規格化， (4)1S0など外部機関にこれらの規格化につい
ての提言活動，の 4点である。 AMICではステアリング委員会や開発チー
ムなどを設置して規格化作業を進めていく計画であるが，これらの規格開
発には，経験とオープン性から， IBMとサン・マイクロ・システムズに協
力を依頼することになっている。
①トヨタは， 1999年8月27日， ITS分野の一環として，モノレールなど
軌道系交通と路線バスの長所を融合した新タイプの中量輸送システム「イ
ンテリジェント・マルチモード・トランスミット・システム」 (Intelligent
Multimode Transmit System, !MTS)の走行実験を開始した。一般道で
は通常の路線バスとして手動運転し，専用道路ではバスが隊列を組んで自
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動運転に切り替わる。通勤時には隊列台数を増やすなど需要に応じた編成
ができ，乗り換えの手間も省ける。機械式の連結ではなく，車両間は赤外
線とミリ波レーダーによる通信で結ばれ，道路に 1メートル間隔で埋めら
れた磁石をトレースしながら決められた情報通りに走る。動力には低公害
の圧縮天然ガス・エンジンを使用する。
(2)環境対応問題~料電池電気自動車を中心にして一ー·
21世紀に向け地球温暖化，排ガス公害は無視できない状況になっており，
こうした環境悪化に対し世界中に危機感が高まっている。1997年12月には，
地球温暖化防止京都会議が開かれ， 2010年の温暖化ガス排出削減目標が90
年比6%減という案が採択された。この場合もターゲットになっているの
は自動車である。
欧州では1998年7月，欧州委員会と欧州自動車工業会は，乗用車の二酸
化炭索(CO2)排出量を2008年までに1995年の数字から25%削減するという
自主目標の設定で合意した（参考までに付言しておくと， 日本自動車工業
会は， 1999年9月16日，欧州市場での日本車の平均CO2排出削減目標を
2009年までに 1キロメートル当たり140グラムに決め，欧州委員会に提案し
た。欧州メーカーに比べれば目標年次は 1年遅いが， 1995年の実績値に比
べた削減率は最大31%と欧州メーカーの25%より大きい）。
一般には「環境対応」技術といわれるが，自動車メーカー各社ともに排
ガス規制に対応した技術開発に懸命の努力を傾注している。環境対応技術
が開発できなければ，企業の存続が覚束かなくなり，開発技術を持つ企業
と提携して技術供給や製品供給を受けなければならない。新しい環境技術
で先陣争いに勝利を収めたところが，グローバル・スタンダードを獲得す
ることになるのである。
既述のとおり，次世代技術，未来技術の使命は徹底した省資源車・高効
率車の開発を除けば（けっして，この点を等閑視しているわけではない），
安全対応技術と環境対応技術の 2つに大別できるであろう。
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ここでは環境対応技術車について考察していくことにする。言葉の真の
意味で，「完全無公害車」 (ZeroEmission Vehicle, ZEV)が存在しうるか
否かと問われたとき，「イエス」と断言できる自信はないが，世界の大手自
動車メーカーは，今日，「究極の地球環境対策車」「究極のクリーンカー」
の開発を目指して鍋を削っている。このなかで，最も注目されているのが
無公害車の本命，燃料電池電気自動車 (FuelCell (powered) Electric V ehi-
cle, 以下FCEV。別名水索自動車）である。
燃料電池そのものは1840年頃に開発された歴史をもつが，注目されるよ
うになったのは， 1960年代のアポロ計画で有人宇宙船に採用された時期か
らである。 FCEVは，蓄電池に電気を充電するのではなく，燃料を補給し
てクルマのなかで電気を生産し，モーターを動かす方式で，いわばガソリ
ンを補給してエンジンを動かすのと同じ原理である。 FCEVの仕組みは，
水索と酸索を化合させて発電するもので，水を電気分解すると水索と酸素
になるが，これを逆に反応させるわけである。したがって，結果として出
てくるのは水だけで，二酸化炭素や窒索酸化物 (NOx)などの排出物は出
ない，理屈上は，完全無公害車なのである。現在， FCEVの開発分野をリ
ードしているのは， トヨタとダイムラー・クライスラー（とくに，ダイム
ラー・ベンツ。ベンツは1991年からカナダの燃料電池のベンチャー企業，
バラード・パワー・システムズ (BallardPower Systems)社と FCEVの
共同研究を行っていた。そして1994年に，第一段階として「ネカー」
(NECAR, New Electric Carの略）を発表している）の 2社である。
トヨタは1997年12月に，惟界で最初に「プリウス」 (PRIUS,ラテン語で
「～に先立って」の意）という名のハイブリッド・カー (HybridCar, 複
合自動車）を発売した（ハイブリッド・カーとは，低速域では電気自動車，
中・高速域ではガソリン車として走る車で，車が発進する時には電気モー
ター，加速するにつれて，自然にガソリン・エンジンに切り替わる。エネ
ルギーの利用効率が非常に高く，燃費が従来車の 2倍になり，二酸化炭索
の排出量は逆に半分になるため，地球温暖化防止，低公害化にきわめて有
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効な新技術であると期待されている。 トヨタはハイプリッド・カーを環境
対応の最終的・究極的な車とは位置付けずに， 2004年ごろをメドに完成さ
せる計画の FCEVへの「つなぎ」「中継ぎ」，いわゆるショート・リリーフ
とみなしている。しかし，現実的な意味で，環境対策としては現在のとこ
ろ最高のレベルにある。なお，本田技研工業も1999年9月6日に，「インサ
イト」 (INSIGHT,洞察の意）と命名したハイプリッド・カーを11月1日
から市販すると発表した〔リッター・カー・クラスの 2人乗りで，ハイプ
リッド・システムと軽量（重量800キログラム）で空力特性に優れるアルミ
ニウム車体の採用により，ガソリン・エンジンを搭載する量産車では世界
トップとなる35キロメートル／リットルの燃費性能を実現。 VWの「ルポ」
と共に市販初の「3リッターカー」の称号を得る〕。
さらにトヨタは， 1999年4月19日に， GMと将来の環境先進技術車につ
いて共同開発を行うと発表した（すでに98年6月に，両社は次世代低公害
車など環境技術全般で相互協力に合意済み）。 2004年3月までの 5年間，電
気自動車，ハイブリッド・カー， FCEVなど，電気モーターを核に駆動さ
せる新動力車で協力して研究，開発するというもので，より具体的な内容
は，電気自動車，ハイプリッド・カー， FCEVのための電気駆動，制御コ
ンポネンツ，システムの開発や規格の共通化，バッテリーの試験基準や車
両安全の評価基準，電気自動車用充電システムの改良， FCEVの燃料の選
択などである。つまり，動力にモーターを使用するシステム全般が対象と
なるもので，ェンジンやエミッションの単体技術は含まない。
トヨタはハイプリッド・カーを発売し， FCEVも試作車も完成させるな
ど，先進技術車関連ではダイムラー・クライスラーと並んで世界の先頭を
走っている。しかし今回， GMと提携した背景には，技術力や商品力だけ
では世界のスタンダードになれない恐れがあるとみたのであろう。 FCEV
などは，各国の大手メーカーが競って開発に取り組んではいるものの，ぃ
まだシステムや部品，燃料の統一した規格や基準，評価方法は定まってい
ない。とはいえ， FCEVに関しては，バラード・パワー・システムズ社を
世界自動車会社のグロー バル・スタンダー ド戦略（井上） (281) 165 
中心に，ダイムラー・クライスラー，フォードが連携して「ダイムラー・
クライスラー＝バラード・パワー・システムズ＝フォード」連合を結成し
ており，これがグローバル・スタンダードになる可能性があるといわれて
いる。したがって，同連合に対抗するためには， トヨタとしても，技術的
にも政治的にも， GMと「トヨタ=GM」連合を組む必要に迫られたといえ
よう。まさに，環境関連技術のグローバル・スダンダード獲得を狙う巨大
メーカー間の覇権争いが本格化したのである。
ところで，本稿を執箪中の1999年9月15日，トヨタと VWが自動車販売，
環境技術，情報化技術で提携したことを明らかにした。 FCEVなどの環境
技術のみに限定して紹介すると，世界標準を目指して， i!:界最大手のGM,
3, 4位のトヨタ， VW・グループのコンソーシアムに発展する可能性もあ
るという。
次に，フォードのFCEVへの取り組み状況についてみてみよう。
1999年4月19日付 WallStreet journalによると，フォードは，ダイムラ
ー・クライスラー，バラード・パワー・システムズ，米石油大手のテキサ
コ，英・オランダのロイヤル・ダッチ・シェルなどと共同で， 2000年から
カリフォルニア州でFCEVの走行デモンストレーションを実施する計画
を立てているという （参考までに，環境技術に関する自動車メーカーの協
力提携概略図を示しておこう〔図I〕参照）。
FCEVは，環境対応の次世代車の本命と期待され，開発に乗り遅れたメ
ーカーは自動車の「心臓部」を他社の技術に頼らざるをえず，競争上の致
命傷を負いかねない。しかし，巨額の開発費捻出，実用化までに動力機構
である燃料電池の小型化の実現，量産技術やデリバリー・システムの確立
など，技術的課題が山積している。 FCEVの開発に当たっては， トヨタと
ダイムラー・クライスラーの 2社が圧倒的に他社をリードし（双方共に，
2004年に市場に出すと公表している。量産化による本格的な実用化の体制
が整うのは2010年以降），グローバル・スタンダード化の先陣争いを繰り広
げているとは，すでに述べた。トヨタと GM(場合によれば，そこへVW
〔図
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年）
世界自動車会社のグローバル・スタンダード戦略（井上） (283) 167 
も加わる可能性大）は，共同研究をテコに開発コストの削減と早期商品化
を目指している。その点でフォードは単独では対抗しえず，この分野で優
れた技術蓄積と開発力を誇るダイムラー・クライスラーとコンソーシアム
を組んで， トヨタ=GM連合に立ち向かわざるをえない状況下にある。
ダイムラー・クライスラーは，すでに燃料電池の製造・販売を実践して
いるバラード・パワー・システムズに資本参加(20%)するとともに， FCEV
の共同研究に取り組んでいる。トヨタ=GM連合が「バラード陣営に入ら
ない。競争することはいいこと」との意向表明していることもあって，フ
ォードとしては最大のライバルである GMやトヨタに伍していくために
は， FCEV先行グループのダイムラー・クライスラー＝バラード・パワー・
システムズと協調体制をとる必要が生じた。というよりも，資本の論理と
しての不可避の選択を迫られたといった方が正鵠を射ているだろう。今後，
フォードは「ダイムラー・クライスラー＝バラード・パワ・システムズ＝
フォード（マツダを含む）」連合の一員として，グローバル・スタンダード
化のイニシアテイプ争いを展開することになった（図II参照）。
メタノー ルから水素を取り出して
電気へ変換する技術を開発
FCEVの駆動伝達システムを開発
注） Ballard Power SystemsはカナダBurnaby(British Columbia州）に本社を置く燃料電池
メー カー 。
Daimler Chrysler, Ford以外にも， GM,VW, 本田，日産， Volvo,などに技術を提供し
ている。
（「世界自動車産業の21世紀環境対策」フォーイン， 1998年）
〔図II)Daimler ChryslerとFordの提携関係
以上みてきたように，世界の自動車メーカーは，安全性の問題，環境対
応技術の問題を中心として，ますます合従連衡，戦略的提携あるいは合併・
168 (284) 第 45巻第 2 号
買収を推進していくことは，必然の流れといえるだろう。そのような将来
動向を勘案すれば，現在世界に30余社ある完成車メーカーは，資本主義の
競争原理のもとで，世界単一市場でのメガ・コンペティションを勝ち抜く
ために再編と淘汰渦巻く中で，究極的には数社しか存続できず，他は消滅
してしまい，「書物（＝歴史），我々の記憶や想い出の中でのみ生きる存在」
になってしまう可能性も否定しえない。
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